喀痰吸引等業務に係る登録制度等について

１社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正により、喀痰吸引等業務に係る登録制度等が平成２４年４月１日から設けられました。の経緯と社会福祉士及び介護福祉士法改正
　従来は、介護職員等によるたんの吸引等の特定行為（以下「医療的ケア」という。）については、当面やむを得ず必要な措置（実質的違法性阻却）として、一定の条件の下、運用（厚生労働省医政局長通知）により認められていました。

	1 ＡＬＳ（筋萎縮性側索硬化症）患者の在宅療養の支援について
（平成15年7月17日 医政発0717001号）
②　盲・聾・養護学校におけるたんの吸引等の取扱いについて
（平成16年10月20日 医政発第102008号）
③　在宅におけるＡＬＳ以外の療養患者・障害者に対するたんの吸引の取扱いについて
（平成17年3月24日 医政発第0324006号）
④　特別養護老人ホームにおけるたんの吸引等の取扱いについて
（平成22年4月1日 医政発0401第17号）



	「社会福祉士及び介護福祉士法」（昭和62年法律第30号。以下「法」という。）の一部改正により、平成２４年４月１日以降は、都道府県の登録を受けた登録特定行為事業者・登録喀痰吸引等事業者（H28年度～）において、都道府県知事の認定を受けた認定特定行為業務従事者・介護福祉士（H28年度～）が医療的ケアを実施することができます。

　介護職員等が認定を受けるためには、研修の受講が必要となります。研修は都道府県又は都道府県の登録を受けた研修機関において実施します。
　事業者の登録、認定特定行為業務従事者の認定、研修機関の登録には、都道府県知事へ申請が必要です。


【経過措置】
	これまでの実質的違法性阻却に基づく医療的ケアの取扱いについて
①～④の医政局長通知に基づき医療的ケアを行なっていた介護職員等については、経過措置対象者として、通知で認められた範囲の行為（※）について、認定特定行為業務従事者の認定を受けることができます。認定を受けるためには申請が必要です。
平成24年度以降に開始した研修（特養（地域密着型特養も含む）における14時間の施設内研修や在宅における家族や看護師による研修等）は無効となり、経過措置の対象となりません。
平成23年度末までに研修修了または開始した研修のみ有効となります。


（※）厚生労働省医政局長通知（実質的違法性阻却通知）で認められた範囲の行為
	対象範囲
	①③在宅
	②特別支援学校
	④特別養護老人ホーム

	医療的ケア対象者
	特定の者
	特定の者
	不特定の者

	たんの吸引
	口腔内
	○
	○
	○

	
	鼻腔内
	○
	○
	―

	
	気管ｶﾆｭｰﾚ内部
	○
	―
	―

	経管栄養
	胃ろう
	―
	○
	○

	
	腸ろう
	―
	○
	―

	
	経　鼻
	―
	○
	―


· 実施可能な介護職員等
① 介護福祉士
介護福祉士で、介護福祉士登録証に喀痰吸引等の行為が付記されている者

※介護福祉士の国家資格をもって、医療的ケアを実施できるようになりました。
② 認定特定行為業務従事者
施設・事業所等の介護職員、特別支援学校教員等で、登録研修機関で一定の研修を修了し、都道府県知事の認定特定行為業務従業者の認定を受けている者

※登録研修機関で一定の研修を修了して都道府県知事の認定を受けた介護福祉士は②になります。

◆ 実施可能な行為
① 喀痰吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部）　
② 経管栄養（胃ろう・腸ろう、経鼻）

· ただし、以下の内容に留意してください。
	・介護福祉士（平成28年度以降）については、養成課程、登録事業所（勤務先）又は登録研修機関において実地研修を修了した行為について（公財）社会福祉振興・試験センターに登録申請を行い、介護福祉士証に付記された行為のみ実施可能です。
・認定特定行為業務従事者については、研修の課程に応じて実地研修を修了した行為で、都道府県知事から認定を受けた行為のみ実施可能です。




① 介護職員と利用者とのコミュニケーションなど、利用者と介護職員との個別的な関係性が重視されるようなケースで、特定の介護職員等が特定の利用者に対して医療的ケアを実施する場合の対象者を「特定の者」といいます。具体的な例としては、筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）又はこれに類似する神経・筋疾患、筋ジストロフィー、高位頸髄損傷、遷延性意識障害、重症心身障害等で在宅又は特別支援学校・保育所等に通う障害者(児)、在宅で医療的ケアが必要な高齢者が考えられます。
· 障害者支援施設等においても、上記に該当する対象者であって、医療的ケアを実施する対象者も限定されている場合は、「特定の者」とすることができます。
② ①以外の場合で、基本的に、複数の介護職員等が複数の利用者に対して医療的ケアを実施する場合を「不特定多数の者」といいます。
【問合せ先】
下表の○印の担当課に、問合せをお願いします。
	区　分
	対　　象
	福祉指導課
	障害者政策課

	認定特定行為業務従事者に関すること
	複数の介護職員等が複数の利用者に対して医療的ケアを実施する場合（不特定多数の者）
	○
	

	
	個別性の高い特定の対象者に対して、特定の介護職員等が医療的ケアを実施する場合（特定の者）
	
	○

	登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）に関すること
	介護保険施設、介護サービス事業所（地域密着型を含む）
	○
	

	
	障害者支援施設、障害福祉サービス事業所、特別支援学校、保育所
	
	○

	登録研修機関の登録に関すること
	○
	


〒　４２０－８６０１　　静岡市葵区追手町９番６号

　  　静岡県健康福祉部福祉長寿局福祉指導課　　　TEL ０５４－２２１－２４０９
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL ０５４－２２１－２５３１
　　　静岡県健康福祉部障害者支援局障害者政策課　TEL ０５４－２２１－２３２８



医療的ケア対象者による分類


























